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巻 頭 言

ポスト・コロナの私立獣医科大学

酪農学園大学　獣医学群獣医学類　教授　村松　康和

　獣医学振興は（一社）日本私立獣医科大学協会の
機関誌として、「教育の環境改善・質向上」「国際化」

「共用試験」「特徴的な研究」など、多角的な視点か
らの情報を共有することで大学間の友好理解の深化
に大きく寄与してきた。早いもので本誌は2011年の
創刊以来、今号で13回目の上梓を迎える。ついては、
干支で言うところの十二支がちょうど一回りしたこ
とを受け、新たな一歩を踏み出す節目としての獣医
学振興・第13号をお届けする。
　振り返れば、2019年12月武漢でのCOVID-19発生
は、これまでの社会情勢や我々の生活を一変させた
が、獣医学教育を取り巻く環境においても大きな変
革を余儀なくさせるものだった。そのコロナ禍の最
中に企画され、2022年３月に刊行された獣医学振興
10号では、「獣医学教育の新たな展望」と題する特
集が組まれ、各大学における国際認証取得に関する
動向、教育態様の刷新、動物福祉に根差した獣医学
教育について、紹介された。オンデマンド授業や
web授業などへの対応が不可避の状況下において、
入構制限による学生の精神面のケアや就学意欲の減
退による学力の低下が問題視される中で、各大学が
新たな教育展望に基づく様々な課題に精力的に取り
組む姿勢には正に目を見張るものがある。
　一方で、ポスト・コロナの現在、学生教育運営に
おける新たな問題が顕在化している。少子化問題が
叫ばれ、大学全入時代を迎えると言われて久しいが、
2030年問題と呼ばれる18歳人口激減の時期は、いよ
いよ目前に迫っている。新たに入学する学生の学力
低下はさらに深刻化することが懸念される。我々私
立獣医科大学に対して、獣医学教育の環境改善、お
よび教育の質向上に関する一層の努力が求められて

いくものと思われる。
　このような、大学における教育の充実には、個々
の教員による自主的かつ自発的な改革への取り組み、
ならびに教育力と研究力の向上に対する意思が不可
欠である。学校教育法第83条には“大学は学術の中心
として、広く知識を授けるとともに、深く専門の学
芸を教授研究し、知的、道徳的及び専門能力を発展
させることを目的とする”とあり、さらに同条では
“大学はその目的を実現するための教育研究を行い、
その成果を広く社会に提供することにより、社会の
発展に寄与するものとする”と謳われている。2023年
３月に刊行された獣医学振興11号では特集２として、

「私立獣医科大学における特色ある研究」が紹介され
た。各大学の先生方による多種多様な取り組みは、
大変興味深く、社会の発展に寄与することが期待で
きる話題ばかりであった。専門分野が異なると、同
じ大学内でも他の先生が取り組んでおられる研究内
容については熟知しているとは言えない、という事
例が少なからず存在することを思えば、大学間の研
究紹介というテーマは非常に有意義なものであった。
　そこで、獣医学振興13号では、「コロナ禍におい
て目指した新たな教育展望がどのような経過を辿っ
ているか」について、ポスト・コロナにおける各大
学の現状をご報告いただくこととした。さらに新た
な光とも言うべき、各大学気鋭の先生方による研究
についても情報交換の場を設けることを考えた。本
誌の特集テーマは、何れもポスト・コロナにおける、
これからの獣医学教育や研究について紹介すること
を企図している。今号の特集を通して、新たな社会
情勢における各大学の取り組みを知って頂く機会と
したい。
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特集１ 私立獣医科大学における私立獣医科大学における
新たな展開新たな展開

EAEVE認証取得の先にある獣医学教育改革
─Day One Competence教育のあり方─

酪農学園大学　獣医学群獣医学類　教授　鈴木　一由

本学獣医学教育課程の改善に向けた取り組み
（大学基準協会の評価結果を踏まえて）

北里大学獣医学部獣医学科・学科長　山脇　英之

日本におけるシェルターメディスンの発展
日本獣医生命科学大学　獣医学部　獣医学科　野生動物学研究室　特任教授　田中　亜紀

〜３年間の振り返りとこれからの展望〜
麻布大学　大学教育推進機構 教学IRセンター　副センター長 /  　　　　　　　

同機構 教育方法開発センター　副センター長 /  　　　　　　　
獣医学部 生理学第一研究室　講師　松井　久実

日本大学生物資源科学部獣医学科の現状と今後の展望
日本大学　生物資源科学部　獣医学科　獣医外科学研究室・教授　教授　枝村　一弥



特集１

EAEVE認証取得の先にある獣医学教育改革
─Day One Competence教育のあり方─

酪農学園大学　獣医学群獣医学類　教授
（EAEVE実務チーム委員長・獣医学群教育改革推進室長） 鈴木　一由

1．はじめに
　欧州標準時間の2024年12月10日に欧州獣医学教
育機関協会（EAEVE：The European Association 
of Establishments for Veterinary Education）の
上位機関である欧州獣医学教育委員会（ECOVE：
European Committee of Veterinary Education） 
の総会が開催され、酪農学園大学獣医学群（RGU- 
SVM） は 欧 州 獣 医 学 教 育 シ ス テ ム（ESEVT：
European System of Evaluation of Veterinary 
Training）が定める2019年度版標準手順書（SOP：
Standard Operation Procedure）に適合している
ことが認められ、単独機関としてアジア初の認証

（accreditation）を取得することができた（写真１）。
この認証取得は、本学がFull Visitationを2023年10
月に受審したことから、７年後の2030年10月末日ま
で有効となる。

2．認証取得事業を始めるにあたって
　RGU-SVMは、2018年にEAEVE認証取得を目指
すことを獣医学群教授会で決議して大学に上奏し、

本事業は酪農学園大学で機関決定され、2019年10月
に予備審査（CV：Consultative Visitation）を受審
した。その結果、EAEVEの査察者から24項目の重
大欠陥事項を指摘され、その指摘の多くがこれまで
の日本の獣医学教育の考え方を基礎から変えなけれ
ばならないことばかりであった。これらの指摘を受
けて、抜本的な教職員の意識改革ができるのか、教
育システム改変（ほぼ改革）をどこまでできるのか、
人件費や改修費、設備の予算を獣医学群の収支に基
づいてどこまで投資できるのか、などを教育改革推
進室と大学機関である情報政策局で協議検討を繰り
返し、EAEVE認証取得事業の計画案を策定した。
この計画案は、CV受審の翌年である2020年４月か
らスタートすることになる。この計画立案中の2020
年１から３月は、入試結果に基づいて2020年度の入
学定員が確定する時期である。入試と並行して行わ
れたEAEVE認証取得事業計画の策定は、入学定員
数の見込みを睨みつつ、経営的な判断が要求された。
実際、2020年度以降は農食環境学群の入学定員数が
激減し、当時の谷山理事長と竹花学長にとって経営
的判断が極めて難しい中で認証取得事業を機関決定
したことは極めて苦渋の選択であり、責任を背負っ
た判断であり、二人の指導者としての覚悟に謝意を
表したい。

3．認証取得事業の根幹
　認証取得をするにあたり、我々が目指すものは何
かを明確にしなければならない。そもそもEAEVE
が目指す教育とは何かを熟知しなければ、認証取得
云々はあり得ない。EAEVEの評価システムとは、
以下の３つを保証することにある。写真１　�ヨーロッパ獣医学教育機関協会（EAEVE）

の国際認証取得に係る発表記者会見
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① �公共に対して認証取得機関を卒業した獣医師の
質の保証、彼らの提供する獣医療行為が信頼で
きること

② �獣医学生は獣医師育成のための教育を受けるに
十分な能力があること

③ �獣医学教育機関はそのカリキュラムを含めSOP
のベンチマークレベルに達していること

　特に大事なことは、社会に対する保証であり、社
会が求める獣医師の育成となる。いわゆる、パブ
リック・ファーストである。学生は社会が求める獣
医師になるために素質と努力が問われ、大学は社会
が求める獣医師を育成するために適切なカリキュラ
ムと教育環境を整えることである。それ故に、入試、
成績評価は厳密かつ公平に行い、学生に対して毅然
たる態度で臨むことが大切である。また、学生が将
来の就職先を限定してその分野だけを学ぶこと望ん
だとしても、社会が求める獣医師は全ての獣医療を
網羅していなければならない。つまり、大学は全て
の学生に対して伴侶動物（犬、猫、馬、エキゾチッ
ク）、生産動物（牛、豚、小型反芻動物、その国の
特徴的な生産動物）の臨床、予防及び食肉衛生、病
態評価や食肉検査に必要な病理学の知識と実践教育
を行わなければならないし、学生はこれらの全てを
学び、技術を己のものとしなければならない。

4．改革の要
　大学はカリキュラムだけでなく、学生が安全安心
に学ぶことができる設備を整えることはもちろんで
あり、これが実習室や教育病院のバイオセキュリ

ティに関連する。バイオセキュリティの基準として
は各大学で用意すべき「バイオセキュリティ SOP」
を定めて運用することが求められる。知識だけでな
く、いわゆる就職して１日目にはできなければなら
ない獣医療技術、Day One Competence（D1C）を
習得させて卒業生を社会に輩出させなければならな
い。ESEVTのSOPではOIEのD1Cに基づいて設
定されているが、これに加えてそれぞれの獣医学教
育機関でD1Cを定め、これを社会との契約とする。
RGU-SVMは、臨床105項目、衛生76項目、病理26
項目をD1Cとして定め、これらを習得させるため
にガイドブックに当たるブックレット（図１）、学
びの記録に当たるログブックを整備し、卒業生の獣
医師としての質保証を行っている。すなわち、改革
の要は、（１）D1Cの設定、（２）実践型のカリキュ
ラム、（３）学生が安全安心に学ぶ実習施設、（４）
参加型臨床実習を確実に行うための症例数の確保、
及び実習受け入れ機関の確保、（５）評価機関（ス
テークホルダー、学生委員会）の設置、であった。

5．実践教育を行うためのカリキュラム骨子（図２）
　D1C教育を実践するにあたり、重要となるのは
動物を用いた実習のあり方である。低学年では「動
物ハンドリング実習」と「健土健民・獣医学入門実
習」において健康動物の取り扱いを学ぶ。本学では
乳牛190頭、肉牛80頭、豚100頭、鶏850羽、羊20頭
に加えて2024年からは学内敷地に北海道庁の動物愛
護センターが設立され、そこで保護された犬及び猫
を対象とした実習が行われる。中学年ではスキルス
ラボ棟においてシミュレーターを用いた実習を５科

図１　Hands-on実習のBookletの一例 図２　カリキュラムマップ
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目、医療面接を主体とした獣医臨床基礎実習を合わ
せてハード及びソフトスキルをブックレットで自ら
学び、自ら習得するために繰り返し練習をする実習
である。そのため、最終的な成績評価は教員が行う
としても技術習得状況の評価は、学生本人の自己評
価、教員と実習を共に行なった学生同士の相互で行
う。vetCBTとvetOSCEを経てスチューデントド
クターを取得した学生には、参加型臨床実習を受講
するが、参加型臨床実習は症例を扱うだけでなく学
生が自ら行うハンズオン実習を多く取り入れてい
る。例えば、全ての学生が育成牛の去勢手術を執刀
する、引退馬の健康管理とワクチン接種を行う、盲
導犬協会のガイド犬の健康管理とワクチン接種を行
う、学生がチーム医療として犬または猫の去勢・避
妊手術を行う、など様々なハンズオン実習プログラ
ムを提供している。これらのプログラムのほとんど
はスキルスラボで習得した105項目の臨床スキルに
関連しており、シミュレーターで学んだ技術を健康
動物管理の一環としてハンズオン実習を行うもので
ある。学生が自ら行うハンズオン実習は学生にも獣
医師の自覚と責任を持って、チーム医療の一員とし
て臨むことが求められる。そのため、教育スタイル
は自ずと少人数制となる。RGU-SVMでは、4-5人
の学生に対して常に同行する教員として嘱託助手１
名を配置し、この嘱託助手のサポートとしていわゆ
るアカデミア教員２名を配置している。参加型臨床
実習は、臨床系が18単位、総合病理系が２単位、食
鳥検査学、食肉衛生検査場への学外実習がそれぞれ
１単位である。また、乳製品と畜産製品の加工を学
び食品衛生を理解するために、本学の食と健康学類
の教員が主体となった「畜産物利用学実習」を含め
て参加型臨床実習は23単位となり、５年生の４月か
ら11月末までが参加型臨床実習の期間となる。

6．ESEVT基準によるベンチマークとは
　ESEVTのベンチマークはIndicatorsに基づいて
評価を行うことになる。このIndicatorsは認証取得
機関の最小値、中心値に基づいて算出されたもので
ある。日本の私立獣医科大学において大きな障壁と
なりうる数字である。例えば、常勤教員（教員の職
種や雇用は問わないが常に大学で教育に関わって

いる者）は、在籍学生総数に対して0.126倍となる。
RGU-SVMではこの数値が104名となり、2020年か
ら開始したEAEVE認証取得事業において最も大き
な障壁となった。そのため、現在の専任教員60名に
対して嘱託助手、嘱託教授、動物医療センターの臨
床専任教員を増員することで104名体制とした。特
に嘱託助手は参加型臨床実習において4-5人の学生
に対して常に同行する教員という位置付けで採用を
行った若手教員であり、彼らには本学大学院への進
学の機会（学内社会人制度）を設け、自らの研鑽
も行えるように配慮している。症例数に目を向け
ると、伴侶動物は１学生あたり44症例が必要とな
る。本学では参加型臨床実習に参加する５年生の平
均学生数が136名（120名の1.14倍）に設定している
ため、年間の犬及び猫の症例数は総数で6,073症例
となる。これは延べではなくpathogenesis当たり
となるので、いわゆる来院した動物の病気の数をカ
ルテから抽出することとなる。同様に、牛、馬、エ
キゾチック動物はそれぞれ1,344、298、及び160症
例である。これらの臨床症例を確保する上で教育動
物病院の活動が重要となる。一方、病理検体数にお
いて、犬猫、牛、馬、エキゾチックはそれぞれ193、
124、14及び121症例となる。エキゾチックは鳥が含
まれるために廃鶏の剖検症例を活用することで対応
が可能である。しかし、問題となるのは犬及び猫の
病理症例数であり、日本人の心情的な理由からなか
なか飼い主の方からの検体が得られない。この問題
に対してEAEVE認証では、「Compensation」とい
う考え方がある。すなわち、その国や獣医学教育機
関でベンチマークを種々の理由で達成できない時に
は別の方法で代償すれば良い、という考え方である。
RGU-SVMは、犬及び猫の剖検数を確保する努力
を続ける一方で、本学近圏の市町村と協定を結び、
市が捕獲と殺処分した200頭以上のアライグマを提
供してもらい、学生の食肉目のハンズオン剖検実習
に供している。この時、野生のアライグマが保有し
ているアライグマ回虫に対するバイセキュリティ対
応、また捕獲されたアライグマの食性や病原体保有
状況などを提供された市町村へ学生が主体となって
フィードバックするプログラムを追加することで、

「Compensation」を成立させた事例である。
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7．おわりに
　2021年にESEVT基準に適合させた現行カリキュ
ラムをスタートさせ、2023年10月23-27日に本審査

（Full Visitation）を受審したが、2020、2021及び
2022年の平均Indicator、特に2020年度の伴侶動物、
馬及びエキゾチックの症例数が不十分であったため
に、それらの平均値がESEVTの定める最小値に到
達できなかったために、Pending Accreditationと 
いう判定となった。本来、Pending Accreditationは
すでに認証を取得している大学の再審査で不適箇
所があった場合に適応される評価基準であったが、
Indicator以外の項目は概ねExcellentであったことか
ら、2023年度のIndicatorが基準値を満たすこと、その
条件として弱点となっている診療科に経験豊富な臨床
専任獣医師（HEP：Highly Experienced Practitioner）
を採用することで再審査（RV：Re-Visitation）を受審
するように特別配慮を得た。2023年度の症例数は十分

にESEVTの基準を超えることができたために、2024 
年７月22-24日にRVを受審し、全ての項目で改善
されたことを踏まえて前述の通りEAEVEの認証取
得大学として認定を得ることができた。
　さて、前回の特集を振り返り、酪農学園大学がな
ぜ「教育の質の改善」をEAEVE認証に求めたのか
を考える。数え切れないほどの理由のなかから、尤
もな回答は「EAEVEの求める教育と我々のDNA
に刻まれた教育理念が合致している」からであろ
う。EAEVEの求める獣医師養成教育は、本学の創
設者である黒澤酉蔵翁が唱えた教育理論「実学主
義」に合致している。すなわち、EAEVEの認証取
得は新たな挑戦というよりも酪農学園大学にとって
は温故知新であり、教育の原点回帰である。そして
認証を取得した今日から、新たな実学教育として
Day One Competence教育を完成させていくことに
なるだろう。
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　2019年度に大学基準協会の分野別評価（獣医学教
育課程）を受審し適合の評価を得たが、以下に示す
検討課題と改善勧告の指摘を受けた。本学獣医学科
は本評価結果を踏まえて、改善に努めた経緯を2023
年６月に改善報告書にまとめて提出した。本稿で
は、その際に取組んだ内容と、それに対するさらな
る評価結果を受けて、現在改善・改革に向けて取り
組んでいる事項の途中経過を今回紹介したい。

１�）検討課題─指摘事項①：病理学教育において、
適正な小動物数が使用されていないほか、鳥類の
病理解剖がないことや、前臨床教育にあたる「病
理学実習Ⅰ」において病理解剖が実施されていな
いことについて改善が望まれる。

評�価当時の実際の状況：獣医病理学教育において、
評価時の過去５年間、適正な数の小動物が使用さ
れていなかった。鳥類の病理解剖も行われていな
かった。また評価時の直近２年間は前臨床教育に
あたる「獣医病理学実習Ⅰ」において病理解剖が
実施されていなかった。

評�価後の改善状況：獣医病理学実習について、2020
年はコロナ禍のため病理解剖実習が実施できな
かったが、2021年以降は病理解剖実習を行った。
鳥類については鳥類疾病学実習（３年前期）で、
小動物については獣医解剖学実習（２年前期、後
期）で、それぞれ病理解剖を兼ねた解剖実習を行
うことで検体数を増やした。さらに本学附属動物
病院ホームページで、病理解剖を含む病理検査受
託案内を掲載し、広報することで検体の収集に努
めている（2022年４月１日より）。その他、希望
する学生を対象に、野生動物（白鳥など）、展示
動物（イルカなど）の病理解剖も行い、病理診断

技術の教育を実施した。
２�）検討課題─指摘事項②：今後の女性教員の採用

に努め、全専任教員に占める女性の割合を改善す
ることが望まれる。

評�価当時の実際の状況：専任教員に占める女性教員
の割合が６％と低いことから、改善が必要であった。

評�価後の改善状況：2021年度以降、新規に女性の助
教２名、特任助教１名、特任助手１名を採用し、
女性教員の割合が11.3%にまで改善した。さらに大
学において「女性研究者のための研究・育児両立
支援助成金」制度が設立され、全学的に女性教員
が勤務しやすい環境整備に努めており、獣医学部
からこれまでに採用者があった。今後も引き続き、
女性教員の採用を積極的に進めていくこととした。

３�）検討課題─指摘事項③：附属動物病院において、
業務負担が過大になっているほか、薬剤を管理す
る獣医師または薬剤師が配置されていないことか
ら、教職員の充実が望まれる。

評�価当時の実際の状況：附属動物病院において実施
する参加型臨床実習及び日常の診療・教育等に必
要な専任教員や臨床教員、病院専任獣医師、研修
獣医師及び動物看護師等の支援スタッフ、事務管
理者を配置しているが、一部の教職員の負担が過
大になっていた。また、薬剤を管理する獣医師ま
たは薬剤師が配置されていなかった。

評�価後の改善状況：評価時（2017年度）は２名（小
動物２名）であった動物病院特任助教を2020年度
以降には３名採用している（小動物２名、大動物
１名）。一方、臨床系教員総数は、評価時（2017
年度）の21名から増減がなく（2023年度）、欠員

（４名）の補充に向けて採用を進めていた。教員
間における教育負担の偏りについては、５年次の

特集１

本学獣医学教育課程の改善に向けた取り組み
（大学基準協会の評価結果を踏まえて）

北里大学獣医学部獣医学科・学科長 山脇　英之
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小動物病院実習および６年次の小動物参加型臨床
実習において、これまで固定されていた科目責任
者及び担当研究室を、2023年度より年次毎に変
更（ローテーション）するなど、教育負担の平準
化に努めている。

４�）検討課題④：動物病院診療に係るバイオセキュ
リティマニュアルの整備が望まれる。

評�価当時の実際の状況：動物病院診療に関するバイ
オセキュリティマニュアルが整備されていなかった。

評�価後の改善状況：北里大学獣医学部附属動物病院
感染制御要領を制定し、2020年12月の教授会で承
認され運用を開始した。

５�）改善勧告指摘事項：学生からの成績評価に対す
る異議申立を早急に制度化する必要がある。

評�価当時の実際の状況：１年次の１群科目について
は「合否確認申込書」を提出して教員に判定の理
由を尋ねることが可能となっていたが、２年次以
降の2・3群科目は各科目担当教員が個別に対応し
ていた。したがって、成績評価の公平性・透明性
を確保するためにも異議申立制度の整備が求めら
れていた。

評�価後の改善状況：２年次以降の2・3群科目におい
ても、「合否確認申込」制度を設置し運用している。

　以上の通り、2019年度の大学基準協会による獣医
学教育評価に際し指摘のあった、勧告として１項目、
検討課題として４項目、に対して改善を進め報告を
行った（2023年６月）。その改善報告書から、本学
獣医学科が、これらの指摘を真摯に受け止め、検討
を重ね、改善を図ってきたことが確認された。ただ
し、以下の３点については、改善に取り組んでいる
ものの、十分とはいえないため、いっそうの改善が
望まれると指摘を受け、現在改善に向けたさらなる
検討を進めているところである。

（１）病理学教育における病理解剖症例数に関し、
適正な小動物数が使用されていないほか、鳥類の
病理解剖がないことや、前臨床教育にあたる「病
理学実習Ⅰ」において病理解剖が実施されていな
いことについて改善が望まれると指摘された。こ
の点については、適正な病理解剖が行われるよう

各種対策を実施しており、改善に向けた取組みを
進めていることが認められた。しかしながら、小
動物については獣医解剖学実習で病理解剖を兼ね
ており、これは病理体を用いた病理学実習とは認
め難いことから、今後は病理体を用いた実習の適
切な実施が望まれるとの指摘を受けた（検討課題
①）。本課題については、これまでに実施してき
た対策に加えて、動物愛護センターからの小動物
の死体供与、小動物の獣医法医解剖の実施機会な
どを有効活用することで、病理解剖数のさらなる
増加を検討しているところである。

（２）女性専任教員の割合が低いことから、女性教
員の採用に努め全専任教員に占める女性の割合を
改善することが望まれるとの指摘を受けた。この
指摘を受け、新規に女性教員を採用し、短期間で
女性教員の比率が上昇している点は評価された。
しかしながら、女性教員の割合は依然として低い
ことから、優先的に女性教員を採用するための制
度作りなどの取組みが必要であり、さらなる改善
が望まれるとの指摘を受けた（検討課題②）。本
課題については、女子学部生の博士課程進学を推
進させるための啓蒙活動の実施や支援策等を整備
することを検討している。

（３）附属動物病院教員の業務負担が過大であり、
また薬剤管理者が不在であることに関し、関連教
職員の充実が望まれるとの指摘を受けた。動物病
院で勤務する教員数の増加とローテーション制に
よる教育負担の平準化により、一部の教職員の負
担過大の解消に対応したものの、依然として欠員
の補充がされていない。また、薬剤管理を行う専
任の獣医師または薬剤師の雇用も実現していない
との指摘を受けた（検討課題③）。本課題につい
ては改善に努めており、2024年４月時点で３名の
臨床系教員を既に新規で補充採用済みで、継続し
て欠員の補充に努めているところである。薬剤管
理を行う専任の獣医師または薬剤師の雇用につい
ても検討を開始している。

（その他の取り組みについて）
１�．ポストコロナの教育環境整備
　�Webclassを使用した非紙媒体による講義・実習資
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料の提供や動画を用いたオンデンマンド教材の活
用が一層進んだ。但し本学では、２年次以上にお
いて100%対面授業・実習の形式を継続している。

２．参加型臨床実習
　�コロナ後は計画通りに、６年前期の実習において、

小動物分野では協力病院（約60動物病院）、大動
物分野では農業共済（約20施設）と連携をして学
生教育に当たっている。

３．産業動物教育
　�検討していた附属牧場の牛に対してのオンライン

診療の実証実験は行えていない。また野生動物や
食の安全の観点から、ジビエを取り上げた教育を
検討していたが、未だ実行できていない。

４．生体を利用した教育の代替法
　�スキルスラボを常設し、参加型臨床実習や共用試

験の実施前には、基本的な手技を確認するために
利用・活用している。また、シミュレーターの導
入も毎年度進めているところではあるが、今後更
なる継続が必要である。獣医学教育におけるVR
の導入は未だ行なっていない。

５．国際認証
　�本学では、現時点において国際認証取得を目指し

た取り組みは行っていない。一方で、全学的に、
教育・研究における国際化推進に向けた取り組み
が推奨されており、特に獣医学科では国際化に向
けた取組みを継続して実施している。

　終わりに、本学では引き続き獣医学教育の質向上
に向けた検討を重ね、より一層の改善・改革につと
めたい。また、このためには、私獣協全体で協力し
て取り組んで行くべき課題も多くあるので、引き続
き協力すべき課題について検討していきたい。

10

獣医学振興　13号



　シェルターメディスンとは、地域の様々な動物福
祉の問題を解決する獣医学として発展している。飼
主がいない動物の問題（集団獣医学）、動物虐待（法
獣医学）、災害時の動物管理（災害獣医学）などを
主軸に、動物福祉が損なわれる社会課題について獣
医学的に考究する学問として確立しつつある。日本
獣医生命科学大学においては、2022年度より、シェ
ルターメディスン社会連携講座を設置し、学生に対
する教育および研究活動に従事してきた。本稿にお
いては、本学におけるシェルターメディスン教育・
研究活動の一部を紹介する。

法獣医学
　本学では、環境省との連携で全国各地の警察署や
行政からの依頼を受けて、動物虐待事例に対応して
いる。動物虐待事例は動物種や状況ともに極めて多
様で、生きた被虐動物の診察から人為性の疑われる
不審死体の解剖検査、血液等の個体識別や種判別等
の遺伝子検査、虐待動画や写真の検証まで多岐に渡
り、また頭数も１頭から数百頭単位の虐待現場まで
と幅広い。動物虐待に関しては、本邦においては実
態把握や虐待の類型の検証がまだ行われておらず、
本学で蓄積したデータが本邦の法獣医学の発展の一
助となることを目指している。本学で取り扱った動
物虐待の件数は累計800件を超え、不審死体の解剖
依頼数は年間100件を超え、解剖実施件数は年間200
件を超える（図１，２、３）。動物虐待は、動物福祉
が損なわれる問題だけでなく、人や地域の安全にも
関わる公衆衛生上の問題でもある。動物の愛護と管
理に関する法律の改正により、獣医師には業務上、
動物虐待の通報が義務化され、それに伴い、獣医学
教育にも法獣医学の社会的ニーズは高まっており、

獣医科大学の果たす役割は大きいと考える。

集団獣医学
　シェルターメディスンの定義は、「伴侶動物の群
管理」とされている。犬や猫等の伴侶動物の集団を

「群」として捉え、一個体のみの健康管理や治療だ
けではなく、「群全体」の健康と福祉の向上、公衆
衛生の向上を目指す獣医学として発展している。動
物の集団飼養は、動物シェルターのようないわゆる
動物保護施設のみならず、ブリーダーやオークショ
ン、ペットショップ等のペット流通の現場において
も同様である。
　動物シェルターに収容される動物の問題は、地域
の動物福祉の問題を反映しており、地域に野犬や飼

特集１

日本におけるシェルターメディスンの発展

日本獣医生命科学大学  獣医学部  獣医学科  野生動物学研究室  特任教授 田中　亜紀

図１　解剖依頼数

図２　動物虐待の内訳 図３　動物種の内訳
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主のいない猫が多ければ、動物シェルターに収容さ
れる動物も野犬や飼主のいない猫が多くなり、一方
で、地域に多頭飼育の問題が多ければ、シェルター
で対応しなければならない多頭飼育の事案も多くな
る。動物シェルターの問題は、収容した動物の福祉
を担保し、感情ではなく、科学的な根拠に基づく改
善策が極めて重要であり、現場に従事する獣医師は、

「動物愛護」と「動物福祉」の違いを理解し、動物の
適正な飼養管理の促進に努めることが重要である。
　近年の動物シェルターの問題の傾向として、シェ
ルターに収容されない動物の福祉が挙げられる。い
かなる施設においても、動物の福祉と健康を担保し
ながら収容できる動物には限界があり、収容能力を
超えて収容してしまえば、多頭飼育崩壊を引き起こ
す。様々な理由でシェルターに収容されず、行き場
を失った動物がおり、そのような動物を減らす取り
組みも必要であり、地域の動物福祉の根本的な問題
に目を向けることもシェルターメディスンの新たな
挑戦である。例えば、多頭飼育崩壊は一つの課題で
あるが、多頭飼育崩壊は、ブリーダー・ペットショッ
プだけでなく、動物愛護団体や一般飼主でも引き起
こす。動物の健康を顧みず、疾患や外傷があるにも
関わらず獣医療を提供せず、ネグレクトの状態であ
ることさえも認識できずに、動物をため込んでしま
うことが「アニマルホーダー＝多頭飼育崩壊」と言
われている。多頭飼育崩壊では、多くの動物が虐待
の状態にあり、排泄物等の悪臭による近隣被害も大
きく、解決に時間と労力を要する。多頭飼育崩壊を
起こす前の、動物の適正な飼養管理の推進が重要で
あり、シェルターメディスンの果たす役割は大き
い。本学でも、これまで40件以上の多頭飼育崩壊事
例に対応し、本邦の多頭飼育崩壊の実態把握に努め
ている。

災害獣医学
　2024年１月に能登地震が発生し、多くの住民の
方々が被災したとともに、多くのペットも路頭に迷
うこととなった。日本は災害大国で、地震だけでな
く、大雨、洪水、土砂崩れなど様々な自然災害の被
害が全国各地で起こっている。人と環境を共にする
動物も災害が起きれば被害に遭い、被災ペット、産

業動物等についてはどの災害においても問題として
発生する可能性がある。今回の能登地震において
も、被災地に残されたペットの受け入れ先が見つか
らず、被災者が避難所に行けない等の問題が生じた
り、飼主の許可なく愛護団体が被災地からペットを
連れ去ったり等の問題が多発した。災害時はペット
同行避難の言葉は定着しつつあるが、ペットだけで
なくペット以外の動物を含む網羅的な災害時の動物
管理については未整備な部分が多く、自治体によっ
ても準備状況が異なる。広域支援を視野に入れた災
害時の動物管理体制を平時から整備しておくことが
重要と考える。また、今回の能登地震においては、
ペットの多頭飼育の事例も問題となり、平時からの
地域の動物問題に着手しておくことの重要性が浮き
彫りになった。

シェルターメディスン教育
　本学においては、学外実習の一環としてシェル
ターメディスン実習を行っている。日本の獣医科大
学としては、シェルターメディスンの体系的な教育
を行う初めての試みである。これまでは、５日間連
続の実習で、獣医学科１年から３年生を対象とした
基礎編を中心に行ってきた。実習内容の目標は以下
の通りである。

【全体目標】
　�　地域の動物問題に対応するシェルターメディス

ンを、現場を通して様々な獣医師の社会的ニーズ
について考える。

【一般目標】
・�シェルターに動物がくる原因を考え、地域の動物

問題について理解する。
・�動物虐待事例を通し、動物虐待の獣医学的評価を

説明できる。
・�集団飼養施設の動物の適正飼養に関わる獣医学的

評価を説明できる。
・�野生動物ペットの福祉の問題について理解する。

過去３年間は、国内外を含む本学以外の獣医科大学
からも実習生を受け入れ、本学においては年間70名
程度の学生に対して実習を行ってきた。今後は、学
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外実習応用編として、４年生から６年生を対象に、
実習内容の専門性を上げて、より高度な教育に取り
組む予定である。

ワンウェルフェアへの発展
　動物福祉、人のWell-being、生物多様性、持続可
能な社会は全て一体であるという「ワンウェルフェ
ア」の概念は発展している。動物虐待と人への攻撃
性や凶悪犯罪のリンクは実証されていることであり、
動物虐待を抑止し、動物虐待を見逃さない社会が、
安全な地域社会に貢献することになる。また、ペッ
トだけでなく、産業動物を含む動物の適正な飼養管
理の促進や動物福祉の向上が、人と動物のより良い
関係性を生み出し、動物の健康の向上が、人の健康
の向上にも寄与する。野生動物との共存や生物多様
性の維持が、持続可能な社会につながる。このワン
ウェルフェアの概念は、獣医学が大きく関与するこ
とであり、本学においても、ワンヘルス・ワンウェ
ルフェアセンターを設置し、伴侶動物、産業動物、
野生動物に関する取り組みを開始するところである。

本学においては、2024年度よりワンウェルフェア寄
附講座も設置され、以下の取り組みを行っている。

１�．動物虐待対応の強化。行政機関への捜査/視察
協力、虐待を受けた動物の検証。

２�．ペット産業の動物福祉の向上およびペット業界
の健全化に向けた取り組み、ブリーダーやペット
ショップのコンサルテーション

３�．畜産業の動物福祉の向上。生産現場の飼養管理/
福祉の向上に関する取り組み

４�．飼育下野生動物の福祉向上。野生動物のペット
利用や野生動物カフェの実態調査等。

５�．災害時の動物管理体制の強化、平時からの地域
防災対策、被災動物の避難所での整備

　シェルターメディスンの発展はワンウェルフェア
の概念と密接につながっており、今後は、新しい獣
医学として、シェルターメディスンとワンウェル
フェアの取り組みを引き続き発展させていく予定で
ある。
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1．はじめに
　本誌 第10号の特集「獣医学教育の新しい展望」
において、筆者は「これからの獣医学教育に求めら
れる視点」と題し、獣医学教育におけるパラダイム
シフトの必要性について論じた。これは、2018年に
文部科学省が中央教育審議会に諮問した「我が国の
高等教育の将来構想について」の答申である「2040
年に向けた高等教育のグランドデザイン」を前提と
したもので、高等教育を取り巻く社会情勢の変化、
特に少子高齢化やICTの発展を背景に、大学教育
は「自律的学習者」の育成へと転換しつつあり、獣
医学教育もその流れに沿うべきとしたものである。
また、2022年当時の麻布大学の教育改革として、カ
リキュラム・マネジメントの強化、データサイエン
ス教育の導入、教育の質向上の取組などを紹介した。
本稿では、これらの項目の現在までの実施状況を振
り返るとともに、近年取り組まれているその他の項
目についても紹介する。

2．カリキュラム・マネジメントの推進
　カリキュラムの編纂や見直しは、かつては各学科
主導で進められていたが、近年は社会から大学を単
位とする学士力の質保証が求められていることか
ら、より全学的なマネジメントが求められている。
麻布大学では内部質保証責任組織で、教学マネジメ
ント組織である教育研究会議による監理の下、全学
教務委員会及び大学教育推進機構の連携により、実
際の取組が進められている。2024年現在の具体的な
取組事例として以下が挙げられる。

・公開前シラバスのチェック

・各学科配当科目の成績分布の毎期確認
・�単位未習得率の高い科目に対する科目担当者ヒア

リング
・�自己点検・評価システムを活用したPDCAサイ

クルの実施
・各学科のDP配分の可視化　など

　2024年度には獣医学教育の分野別評価への対応と
して、これまでの麻布大学自己点検・評価本部の機
能を引き継ぎ、獣医学教育プログラム評価委員会が
構成され、麻布大学獣医学部獣医学科における教育
プログラム及び獣医学教育の実施状況に関する自己
点検・評価を実施した。

3．データサイエンス教育の推進
　2022年の本誌執筆時点では、麻布大学における
データサイエンス教育は、従来の数理統計科目が配
当されていたが、同年４月から全学共通のデータサ
イエンス発展科目（地球共生系データサイエンス・
同演習）として新規開講した。同科目はその後検討
や見直しを経て、2024年現在は「基礎：地球共生系
データサイエンス基礎プログラム」と「発展：地球
共生系データサイエンス発展プログラム」の２段階
の構成となった。「地球共生系データサイエンス基
礎プログラム」は文部科学省の ｢数理・データサイ
エンス・AI教育プログラム認定制度（リテラシー
レベル）｣ に準拠した内容で全学科の１年次情報基
礎科目に必修科目として配置され、地球共生系デー
タサイエンス発展プログラムは「地球共生系データ
サイエンス・同演習Ⅰ」、「地球共生系データサイ
エンス・同演習Ⅱ」、「地球共生系サイエンスワー

特集１

〜３年間の振り返りとこれからの展望〜

麻布大学　大学教育推進機構 教学IRセンター　副センター長 / 
同機構 教育方法開発センター　副センター長 / 

獣医学部 生理学第一研究室　講師
松井　久実
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ク」などが、２年次以降の学年に自由科目として配
当されている（麻布大学 地球共生系データサイエ
ンスプログラムhttps://www.azabu-u.ac.jp/about/
program/datascience.html（2024年12月５日確認））。

4．教育の質向上の取組
　前稿執筆時（2020年３月）は、麻布大学の教育の
質向上の取組として、１）学生個々の学習の状況
把握, ２）学修到達度の測定, ３）知識集約型社会
を支える人材育成事業「出る杭を引き出す教育プ
ログラム」の取組, ４）ティーチング・ポートフォ
リオの作成・公開について紹介した。このうち１）
は本学の仕様にカスタマイズされたMoodleベース
のLMS「AzaMoodle」の利用によって、学習ログ
データやUIの活用を進めている。学習ログ解析に
基づくドロップアウト懸念者検出アルゴリズムも
AzaMoodle上で運用を開始した。2025年には全学
科全学年でAzaMoodleを利用予定である。２）は
本学教学IRセンターが実施するアセスメントテス
トである「サイエンスリテラシー＆コンピテンシー
テスト」の全学科全学年実施、StepGPAを用いた
学修成果の可視化に取り組んでいる（松井ら2022）。
さらに2024年度には、DPの達成度及び修得割合を
学生にフィードバックするシステムとして「麻布
DPFB」がリリースされた。３）は2020年当時、ジェ
ネラリスト教育プログラムとして１年次からの研究
活動への参加などに本学動物応用科学科が先行して
取り組み、その後全学科に拡がり、毎年、獣医学科
学生の参加者も見られる。４）はFD研修として毎
年実施され、年度末に「教育活動状況報告書」とし
て教員が作成する様式に定着した。このFD研修で
は各教員の教育の理念の見直しやブラッシュアップ
を重要視しており、実際に徐々にではあるが、教員
の教育に対する意識に変化が現れはじめている（松
井2024）。
　その他の取組として、１年次全学共通科目「地球
共生論」では、金融教育やアカデミック・ライティ
ング、図書館利用についての授業が組み込まれ、麻
布大学生としての学習リテラシーを高める取組を進
めている。また、獣医学科独自の取組として、１年
次開講「獣医学概論」において学習管理ポートフォ

リオの作成、獣医師の仕事を紹介する動画制作を介
したアクティブラーニングを導入している（松井ら 
2021）。
　さらに、教育DXの取組として2020年にVETS VR
がリリースされ、以降、教育へ大きく貢献している（麻
布大学 プレスリリースhttps://www.azabu-u.ac.jp/
topics/2020/1130_32322.html（2024年12月10日確認））。

5．おわりに
　以上、この３年間の麻布大学の教育への取組は教
員サイド・大学組織の双方向から行われ、成果とし
て現れてきている。
　一方で、2020年の段階で指摘した、学生個々の学
力や学習状況に合わせたマイクロ・ティーチングや
アダプティブ・ラーニングについては、学内の意識
はまだ不足している。学生個々の学習のつまずきの
可視化やサポート、学生支援ニーズの把握、合理的
配慮に対する情報共有や支援策の検討などは、シス
テムとして徐々に形になりつつあるものの、教員へ
の過度な負担の発生や支援策のミスマッチも生じて
いる。インストラクショナル・デザインを科目デザ
インに取り入れ、学生の自律的学習を意識した教育
にシフトしていくことで、各教員の教育の力点が変
化し、教授者側・学習者側の双方にフィットした教
育が展開可能である。
　獣医学や生命科学分野の高等教育は、これまで有
意識下になかった暗黙的知識や、実験・実習・体験
などの対面教育で教授されてきた非言語的教育内容
を含んでいる。ITテクノロジーの活用によって自
律学習コンテンツを提供し、結果的に大学での学習
時間を対面学習やマイクロ・ティーチングに充てる
ことで授業の魅力を高め、対面教育を重視する大学
としての付加価値を高めることが可能である。
　このことは、デジタル化・多様化する現代の高等
教育の中にあって、従前から行われてきた高等教育
の普遍的価値を抽出し、社会に呈示するものと考え
ている。
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　日本大学生物資源科学部は、令和５年４月に学部
の改組を行い、獣医保健看護学科が開設されて獣医
学科と連携した教育が始まった。また、令和５年８
月に付属動物病院が米国動物病院協会（American 
Animal Hospital Association: AAHA）による国際認証
を受けた。そして、令和６年８月には、本学の特徴
的な実習であるワシントン州立大学夏季臨床研修が
５年ぶりに再開した。本稿では、これらを中心とし
た獣医学科を取り巻く近況を報告するとともに、学
部化の議論を含めた今後の展望についても概説する。

学部の改組
　令和５年度に日本大学生物資源科学部は学部改組
を行い、バイオサイエンス学科、動物学科、海洋生
物学科、森林学科、環境学科、アグリサイエンス学
科、食品開発学科、食品ビジネス学科、国際共生学科、
そして獣医保健看護学科および獣医学科の11学科の
体制となった。獣医学科は、１学年120名の定員で
６年制と現行のままである。新設された獣医保健看
護学科は、１学年80名の定員で４年制となっている。
開設当初は獣医学科から教員を割愛し、獣医保健看
護学科は11名の教員体制で運営を行っている。現在
のところ、獣医保健看護学科の志願状況は堅調で、
獣医学科に次ぐ偏差値帯となっている。
　獣医保健看護学科では、１年目に基礎科目として、
動物福祉論、愛玩動物学、動物形態機能学などを学
び、動物内科看護学の基礎も学修する。さらに、これ
らの座学に並行して動物看護の基礎となる実習も始
まる。２年目は、動物の免疫学、繁殖学、栄養学、行動
学、薬理学、病理学などを学び、動物内科・外科看護
学と実習に加え、臨床検査学、臨床栄養学など専門的
科目も学修する。３年目になると、人獣共通感染症学

や実験動物学、動物医療コミュニケーションや動物飼養
など、社会における人と動物の関わりについて広く
学修する。また、高度で専門的な臨床動物看護学分野
の各論と実習に加え、日本大学動物病院における実
践的な臨床実習が始まる。最終学年である４年目は、
獣医事法規とペット関連産業について学び、愛玩動
物看護師国家試験を見据えて、基礎、応用、臨床の
動物看護学を総括する演習を行う。獣医保健看護学
科の学生は、３年生より研究室に配属して卒業研究
も行う。これらの教育は獣医学科と密に連携して行
い、獣医学領域で活躍する人材の育成を行っている。

付属動物病院の国際認証
　本学付属動物病院は、北米大陸以外の大学教育
動物病院で初めてAAHAによる国際認定を受けた

（図①）。これにより、本学付属動物病院が国際基
準の動物診療施設であることが第三者評価として正
式に認められた。AAHAは、米国とカナダにおけ
る伴侶動物病院を認定する唯一の組織であり、獣医
療における指針の策定、獣医師や動物看護師の専門
領域の認証、教育プログラムの提供なども行ってい

特集１

日本大学生物資源科学部獣医学科の
現状と今後の展望

日本大学　生物資源科学部　獣医学科　獣医外科学研究室・教授 枝村　一弥

図①　AAHAによる認証状（A）とプレート（B）

A                  　　　　　B
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る。現在までに、北米において約15%の動物病院し
かAAHAの認定に至っておらず、その認定は狭き
門となっている。AAHAの認定を受けるためには、
顧客対応、卒後教育、人事、伝染性疾患への対応、
検査機器、薬剤管理、メンテナンス、リーダーシッ
プ、医療記録、動物の扱いと治療、歯科診療、画像
診断、疼痛管理、麻酔、緊急医療、外科診療といっ
た分野における約900項目以上についての審査が行
われ、基準を満たす必要がある。今回の審査では、
前述した全項目の審査に加え、AAHA日本支部お
よび米国審査員による現地での対面審査も実施され
た。その結果、AAHAの基準を満たして正式に認
定されることになり、認定証の授与を受けた。
　今回の認証により、本学付属動物病院は国際的な
基準を満たした動物病院であることを内外に示せる
ようになった。さらに、所属する教員、獣医師、愛
玩動物看護師だけでなく、獣医学科と獣医保健看護
学科の全て学生が、AAHAの提供する最新の獣医
療ガイドラインの入手、専門領域の認証（Certificate）
コースおよび継続講義の受講、各種学習教材の使用、
Journal of AAHAの閲読が可能となった。今後は、
本認証を臨床教育や質の高い獣医療の提供に役立て
ていくだけでなく、関連学科の受験生や有給研修医
の獲得にも活用していく予定である。

海外研修と国際交流
　本学では、平成３年度より米国のワシントン州立
大学（Washington State University：図②）で５
年次を対象に夏季臨床研修を実施している。本研修
は、通算で33年に渡り継続的に実施されており、の
べ778名の学生が研修を行っている。最近では、現
地での研修がCOVID19の影響で中止されていたが、
本年度から５年ぶりに研修が再開された。

　本年度は、５年生と６年生の24名が研修に参加し、
獣医教育病院において現地の学生と一緒に２週間で
２診療科をローテーションする形式で研修を行っ
た。そして、今後も本研修を継続的に実施していく
ことが両大学間で合意された。
　その他に、台湾の中興大学へ３名の学生が行き、
２週間の研修を行った。その逆に、中興大学からは
２名の学生が来校し、臨床と基礎・応用に関する研
修を行った。現在、台湾の嘉義大学および韓国の建
国大学と学生および教員の互換を行うための同意書
の締結に向けた作業を行っており、今後は海外研修
先が増えていく予定である。

学部化の検討
　現在、私立の獣医学科が設置されている大学は、
本学を除き全て獣医学部となっている。本学が学部
化を行うか否かは早急に答えを出すことはできない
が、少しずつ議論を始めている。その際には、獣医
学科と獣医保健看護学科の２学科体制とするのか、
その他の学科を含めた３学科体制とするのか、既存
の学部との関係や大学院体制をどのようにするか、
学部経営が可能かなど様々な角度からの議論が必要
である。また、文部科学省の補助金等の申請も視野
に入れ、作業を進めていく予定である。

付属動物病院の増改築
　本学付属動物病院は、藤沢市に移転してから、令
和７年５月で30周年を迎える。一方で、動物病院の
老朽化や、獣医学科と獣医保健看護学科の２学科
の学生を受け入れた臨床実習を実施するには手狭
になっていることから、増改築も視野に入ってい
る。今後は、学部との交渉になるが、理想的な動物
病院を目指して計画を立てていきたい。また、研修
医や愛玩動物看護師の給与体制の変更にも着手して
おり、卒業生に選択される働きやすい環境の整備も
行っていく予定である。

さいごに
　獣医学教育の国際化や、18歳人口の減少による受
験競争の激化などから、本学が「選ばれる大学」と
なるように常に改革を進めていくことが必要である。図②　ワシントン州立大学（ワシントン州・プルマン）
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特集２ 私立獣医科大学における気鋭の私立獣医科大学における気鋭の
研究者による研究動向研究者による研究動向

花粉症の進行メカニズム解明
� 酪農学園大学 獣医学群 獣医学類 獣医薬理学ユニット　講師　中村　達朗

比較腫瘍学からOne Healthを目指す
─DNA損傷修復メカニズムの動物種間比較─
� 北里大学 獣医学部 獣医学科 獣医生化学研究室 准教授　吉川　泰永

癌幹細胞研究を基盤とした犬の乳腺腫瘍の発症機構の解明および 
乳癌幹細胞標的治療戦略の基盤構築に向けて
� 日本獣医生命科学大学 獣医学部 獣医学科 獣医病理学研究室 准教授　道下　正貴

牛伝染性リンパ腫ウイルス変異解析を基盤とした感染制御に関する研究
� 麻布大学 獣医学部 獣医学科 伝染病学研究室 准教授　村上　裕信

エキゾチックアニマルの病理診断と研究紹介
� 日本大学 生物資源科学部 獣医学科 獣医病理学研究室 准教授　近藤　広孝



1．はじめに
　花粉症は、花粉（アレルゲン）に対するアレルギー
性炎症が鼻腔内で引き起こされ、くしゃみ・鼻水・
鼻づまりなどの症状を発現するアレルギー疾患であ
る。我が国では２人に１人が罹患されていると推定
されており、もはや国民病といっても過言ではない。
ヒトだけでなく、イヌやネコなどの伴侶動物でも罹
患率が上昇していると推測されている。もしかした
ら、ウシなどの家畜でも季節性のくしゃみをしてい
る場面に遭遇した方がいるのではないだろうか（筆
者はないので是非ご連絡を頂きたい）。年々、罹患
する個体数は増加の一途を辿っている。最近では、
花粉症に続発する果物アレルギー（花粉食物アレル
ギー症候群）の患者数も急増している。この果物ア
レルギーではショックを伴う非常に強い全身性のア
レルギー反応を引き起こす場合がある。
　このように、花粉症は今「季節の風物詩」で済む
話ではなくなっている。罹患個体が急増している現
在、早急な対策が求められている。

2．花粉症の課題について
　花粉症の病態進行メカニズムは、教科書的には非
常にシンプルに説明されている。①花粉が鼻腔粘膜
に何度も曝露される。②花粉に対する特異的な免疫
グロブリンE（IgE）抗体が産生される。③IgEは
鼻腔粘膜にあるマスト細胞に結合する。④花粉が再
び鼻腔内に曝露されると、IgEを介してマスト細胞
がヒスタミンを放出して、くしゃみ・鼻水・鼻づま
りを引き起こす。⑤好酸球が活性化されて炎症が延
長する。⑥息ができないほど鼻が詰まる。
　一見、すべて分かっているように感じるが、各ス
テップの間を埋めるメカニズムについては未だ多く

の部分で解明されていない。例えば、①では、どれ
くらい曝露されればIgEが産生されるのか、頻度な
のか量なのか、それとも頻度×量のトータル曝露量
なのか、「閾値」のようなものが存在しているのか
いないのかすらわかっていない。②では、IgEはい
つどこで産生され始めるのか、花粉アレルゲンのど
のアミノ酸配列に特異的に結合する抗体なのか、ア
ミノ酸の種類によって抗体の機能は同じなのか、ア
レルゲン以外に特異的なIgE抗体は何をしているの
か、コンポー……と、不明点を上げ始めると枚挙に
いとまがない。つまり、花粉症の病態メカニズムは、
実は、ほとんど分かっていない状態といえる。
　加えて、（色々と但し書きが必要ではあるが）花
粉症の根本的治療法や確実な診断法も未だ存在して
いない。市販されている抗アレルギー薬は、④の過
程を抑えるヒスタミンブロッカーであり対症療法薬
と言える。長期間、舌の下に微量のアレルゲンを載
せる舌下免疫療法というものも存在しているが、根
本的治療が「期待される」現在検証中の方法であ
る。花粉に反応する抗体レベルを測定する血液検
査は、発症する可能性を示すものであり、レベルが
高いからといって必ず発症するとは限らず、低くて
も発症する場合もある。やはり、診断法についても
未だ確定的なものはない。
　IgE抗体が1966年に日本人（石坂公成・照子夫妻）
によって発見されたこともあり、日本ではアレル
ギー研究が盛んである。日本を始めとした国内外の
研究者たちが花粉症を始めとするアレルギーの病態
解明と診断・治療法の開発を目指して日々研究して
いる。筆者もその一端を担うべく研究活動に励んで
いる。
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3. 花粉症と脂質メディエーター
　余談が過ぎました。本項目からは既に報告した２
編の論文について紹介したい。
　先の病態進行では⑤に当たる部分、つまり、好酸
球が炎症に参加するフェーズでは、どのような因子
が炎症を延長して増悪しているかについてはわかっ
ておらず、とりわけ、好酸球が分泌することで知ら
れる脂質メディエーター類（プロスタグランジン類
の仲間）の役割は不明であった。筆者らは、マウス
モデルから鼻腔洗浄液を採取し、質量分析装置にて
産生が上昇する脂質メディエーターを探索した。そ
の結果、いくつかのメディエーター類の上昇が確認
された。その中から、8-iso-PGE2（ハチイソピー
ジーイーツー）と12-HETE（ジュウニヒート）の
２つに着目した。
　8-iso-PGE2はアラキドン酸から酵素を介さず酸化
されることで産生される生理活性物質で、酸化スト
レスマーカーとして知られている。マウスにこれを
鼻腔投与すると血管透過性を亢進し、鼻閉（鼻づま
り）を引き起こした。この作用は、同じアラキドン
酸代謝物であるトロンボキサンA2の受容体阻害薬
で抑制された。トロンボキサンA2受容体の阻害は、
花粉症モデルマウスにおける鼻閉を抑制したが、興
味深いことに、トロンボキサンA2の合成酵素の阻
害は鼻閉を統計学的な有意差をもって抑制はしな
かった。つまり、花粉症の病態進行過程において、
好酸球が参加するフェーズにおいて上昇する8-iso-
PGE2は、おそらくトロンボキサンA2と協調して、
その受容体を介して鼻閉の誘発に寄与していること
が明らかとなった。この成果は、それまでは酸化ス
トレスにより副次的に産生され、特に役割をもつと
は考えられてこなかった8-iso-PGE2の新たな役割を
発見したといえる１）。
　12-HETEは、アラキドン酸からALOX12（アロッ
クスジュウニ）と呼ばれる酵素を介して産生される
脂質メディエーターである。好酸球が参加する花粉
症の炎症のフェーズでは、好酸球に加えてT細胞も
鼻腔粘膜に浸潤し、また、粘液の過剰産生も生じる。
花粉症モデルマウスにALOX12の阻害薬を投与す
ると、鼻粘膜への好酸球浸潤やT細胞の浸潤、さ
らには、粘液の産生が抑制された。酵素阻害薬に加

えて12-HETEを投与すると、抑制が解除され、細
胞浸潤や粘液産生が上昇した。一方、花粉症の遷延
化には鼻腔の近傍にあるリンパ節でIgE抗体産生が
促進されることが深く関与する。ALOX12の阻害薬

（12-HETEの産生抑制）はリンパ節におけるT細胞
の増殖を抑制した。阻害薬に加えて12-HETEを同
時に投与すると、この増殖抑制が解除された。以上
の結果から、12-HETEは鼻粘膜への免疫細胞の浸
潤、粘液の過剰産生、さらには、リンパ節における
細胞増殖を介して、花粉症を増悪する因子であるこ
とを明らかにした２）。

4. 花粉症と血小板
　ALOX12は、血小板型リポキシゲナーゼ12ともよ
ばれており、生体内では血小板に多く含まれている
ことが知られている。一方、血小板も近年になって
アレルギー疾患の病態進行に関与していることが報
告されるようになった。前研究成果とこのような背
景から、筆者は現在、花粉症における血小板の役割
解明を進めている。
　血小板数を減少させる中和抗体（抗CD41抗体）
を花粉症モデルマウスに投与すると、血中の血小板
数が約10%にまで減少するとともに、鼻粘膜への好
酸球浸潤が抑制された（図１）。血小板の減少処理
は他にも様々な影響を病態に与えることや、血小板
が放出するある特定の因子も見つかってきている

（本稿では詳細は非公開にさせて頂く）。血小板は花
粉症の病態進行ステップの間を埋める役割を担う可
能性が明らかになりつつある。引き続き血小板に着
目した花粉症の病態解明を進めていきたい。

図１　鼻粘膜の好酸球染色像
血小板を減少させる抗体（ɑCD41）で鼻粘膜に浸
潤した細胞数が減少している。
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5. おわりに
　アレルギーは進行性に死なない疾患であることか
ら、治療薬開発が中々進んでいない。しかし、生活
の質を著しく低下させることは間違いなく、労働生
産性の低下で生じる経済損失は、花粉症で１日2000億
円とする試算もある。また、ヒトだけでなく動物で
もアレルギーへの罹患率は上昇している。アレルギー
を確定的に診断し、根本的に治療できる技術が開発
されるよう、基礎研究を通じて貢献していきたい。

１）�Nakamura T, Tachibana Y, Murata T. 8-iso-
prostaglandin E2 induces nasal obstruction 
via thromboxane receptor in murine model 
of allergic rhinitis. FASEB Journal . 35（10）: 
e21941. 2021.

２）�Nakamura T, Tachibana Y, Murata T. 12-
HETE promotes late-phase responses in a 
murine model of allergic rhinitis. Allergy. 78

（2）:574-577. 2023.
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１．はじめに
　真核生物の細胞が持つゲノムDNAは日々損傷を
受けている。その数は一細胞当たり数万個にのぼる
と言われている。しかしながら、生物は日々受け
る損傷をDNA損傷修復機構により修復することで
恒常性を維持している。DNA損傷修復機構が破綻
すると、この恒常性を維持することが出来なくな
り、ゲノムDNAに変異が導入されやすくなる。ゲ
ノムDNAの変異が蓄積すると一部の細胞は無限の
増殖能をもつ腫瘍細胞になってしまう。したがっ
て、DNA損傷修復機構に関わるタンパク質をコー
ドする遺伝子は、がん抑制遺伝子として機能すると
考えられている。このようながん抑制遺伝子やその
産物の機能解析は、医学領域で研究が進んでおり、
DNA損傷修復機構の解明やその破綻による影響の
解明が盛んに試みられている。
　獣医学について目を向けてみると、この学問領域
では獣医診療で扱うような動物を含む様々な動物種
を対象としている。動物における腫瘍について注目
すると、動物種によってある種の腫瘍を発症しやす
い動物であったり、逆に発症しにくい動物が存在し
たりするので、動物種毎に腫瘍に対する特徴が異な
ると考えられる。例えば、イヌにおいて避妊してい
ないメスは乳腺腫瘍の発症率が著しく高いことが報
告されている。また、ゾウ、ハダカデバネズミ、クジラ、
コウモリなどの動物はその体の大きさや寿命の長さ
に対して腫瘍を発症しにくいことも報告されている。
　私達の研究グループでは、ヒトを含めた様々な動
物種において腫瘍発症と関係するDNA損傷修復機
構に注目して研究を行っている（図１）。本稿では、
私達の研究グループが行っている研究テーマのうち、
二つのプロジェクトについて概要を説明し、北里大

学・獣医学部・獣医生化学研究室を紹介しようと思う。

２．がん抑制遺伝子BRCA2の発現調節機構
　私は学部生の頃からメスで乳腺腫瘍発症率が高い
イヌにおいてBRCA2の研究を行ってきた。BRCA2
はヒトにおいて乳がんの原因遺伝子として同定され
た。BRCA2に変異が存在すると80％以上の女性が
一生のうちに乳がんを発症すると報告されているの
で、がん抑制遺伝子として機能することが知られて
いる。これまでに私達は、イヌにおいてもBRCA2
ががん抑制遺伝子として機能する可能性を示し、イ
ヌ乳腺腫瘍サンプルではBRCA2の発現量が低下す
る事も報告した。すなわち、イヌにおいてもヒトと
同様にBRCA2の発現量の低下が腫瘍と関係すると
予想されている。
　私達はイヌBRCA2を解析する過程において、イ
ヌの精巣および卵巣において5’非翻訳領域（5’UTR）
に該当するエキソン１とエキソン２の間のイントロ

特集２

比較腫瘍学からOne Healthを目指す
─DNA損傷修復メカニズムの動物種間比較─
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図１．本研究室では様々な動物の腫瘍発症に関わる
DNA損傷修復機構に注目して研究をしている
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ン１の領域に新規エキソンがあり、スプライシング
バリアントが存在することを発見した（図２）。

このスプライシングバリアントは登録されている配
列より5’UTRが長くなる。5’UTRはアミノ酸をコー
ドしていないので、翻訳効率に影響を与えると予想
し、実験を行った。実際にレポーターアッセイを組
み合わせた方法で翻訳効率を調べると新しく発見し
たスプライシングバリアントは、翻訳効率が悪くな
ることが分かった。
　また、翻訳効率の解析の過程で転写効率も解析する
必要があったので、これも確認した。すると5’UTRを
コードする領域が転写効率に影響することも分かっ
た。BRCA2のプロモーターは、ゲノムDNAのエキソ
ン１を含む上流、下流の領域であるが、今回の解析
によりプロモーターの下流のイントロン１の領域に
シス制御因子が存在する事が明らかになった。
　イヌBRCA2は転写と翻訳によりその発現量が調
節されていることが分かったので、次に私達の研究
グループは、ヒトにおいても同様なメカニズムが
あるのか調べた。そうするとヒトにおいても5’UTR
が長くなるスプライシングバリアントが発現してお
り、翻訳効率が低下することがわかった。さらに、
ヒトにおいてもBRCA2のイントロン１の領域が転
写効率に影響を与えた。
　以上のようにイヌにおいてもヒトにおいても
BRCA2はイントロン１の領域にはシス調節因子が
存在し、さらにスプライシングバリアントを用いる
ことで翻訳レベルでも発現量を調整していることが
分かった（図３）。現在、どの様な転写調節タンパ
ク質がBRCA2の転写効率に影響を与えるのかを解
析している。本来なら翻訳効率についてもより詳細

な研究を行いたいが、翻訳調節を調べる良い実験系
のアイディアがないので、共同研究によりブレイク
スルーを起こしてくださる先生がいらっしゃった
ら、お声がけをお願いしたい。

３．ゾウにおける新規がん防御機構の解明
　最初に触れたようにゾウは腫瘍による死亡率が人
と比較すると低い事が報告されている。現在まで
に、TP53のコピー数が上昇していることやp53の
ターゲット遺伝子がゾウ特異的に進化していること
がゾウのがん防御機構に貢献しているという報告が
ある。そんな報告がある中、アメリカの研究グルー
プが面白い報告を行った。その論文では、ゾウを始
めとした様々な動物種のゲノムDNAを比較し、そ
の動物種固有に進化速度が速い遺伝子座を解析して
いた。この報告によるとゾウにおいて染色体の安定
性に関わる遺伝子の進化速度が速く、特にDNA鎖
間架橋修復に関与するFANCL 遺伝子座の進化速度
が最も速かった（図４）。この報告から私達の研究
グループでは、DNA鎖間架橋修復に関わる遺伝子
産物がゾウのがん防御機構に関与していると予想
し、研究をスタートさせた。
　ヒトにおいてFANCL は、Fanconi貧血と呼ばれ
る先天性疾患の責任遺伝子である。この患者さんは
皮膚の色素沈着、低身長、耳、眼、骨格等の形成異常を 

図２．イヌBRCA2において発見した新規スプライ
シングバリアント

図３．イヌもヒトもBRCA2は転写、翻訳レベルで
発現調節される
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示し、また汎血球減少症による貧血を起こす。また、
頭頸部のがんや血球系の腫瘍を発症しやすいことが
特徴としてあげられる。Fanconi貧血の責任遺伝子
産物は全てDNA鎖間架橋修復経路に関わっている。
DNA鎖間架橋は、アセトアルデヒドに代表されるア
ルデヒド類や食餌中に含まれるソラレンを摂取した
後に紫外線を浴びることにより生じる。DNA鎖間架
橋鎖が生じるとFANCLを含む複数のたんぱく質から
なるFAコア複合体と呼ばれるE3ユビキチンリガー
ゼが活性化し、基質をユビキチン化する。FANCLは
E3ユビキチンリガーゼの酵素本体であり、この修復
機構に必要不可欠なタンパク質である（図５）。

　まず、私達の研究グループはゾウとヒト線維芽細
胞におけるDNA鎖間架橋剤に対する感受性を調べ
た。予想外なことにゾウ線維芽細胞の方がDNA鎖間
架橋剤に対して高感受性である事が分かった。現在
までに基質に対するユビキチン化の効率がゾウとヒ
トFANCLの間で異なるような結果が得られている。
現在、翻訳レベル、転写レベルの両方からどの様な

違いがあるのか解析している。すくなくともDNA鎖
間架橋剤に対して高感受性であることは、ゾウにお
いてがんを防いでいる機構の一つだと考えられる。

４．おわりに
　様々な疾患で動物種間の共通点、相違点があるこ
とが知られている。近年、海外では今までモデル動
物として扱われてこなかった動物種を様々な疾患に
対する特徴を基にヒトのモデルとして扱うことが試
みられている。日本では、国を挙げての対応はされ
ていないが、今後、より盛んに研究されるはずであ
る。従って、獣医学の研究成果がより期待される時
代になると考えられるので、我々もより一層、研究
に邁進していきたい。

５．謝辞
　イヌの研究は学部生、大学院の頃から指導をして
いただいている北海道大学・実験動物学研究室の森
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研究室の落合和彦先生、岩手大学・獣医生理学研
究室の大沼俊名先生との共同研究の成果になりま
す。ゾウの研究は、旭山動物園との共同研究のも
と、本研究室の北野泰佑先生が多くの実験をしてく
ださりました。この場を借りて感謝申し上げます。
また、本研究は日本学術振興会科研費 （21K05960, 
20K06417, 16K18817）の助成を受けました。この場
を借りて御礼申し上げます。
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図４．ゾウはがんになりにくい

図５．FANCLが関わるDNA鎖間架橋修復経路
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はじめに
　がん組織は、自己複製能、多分化能をもつがん幹
細胞を根源とした不均一かつ多様な細胞集団から構
築されている。がん幹細胞はがん発症だけでなく、
がん進展、再発、転移に重要な役割を担っている。
また、がん幹細胞は静止期状態にあり、化学療法や
放射線療法に抵抗性を示す特性をもつ（図１）。が
んを根絶するためには、がん幹細胞を標的とした治
療戦略が必要不可欠であり、がん幹細胞の特性を解
明しなければならない。獣医学分野におけるがん幹
細胞研究は、犬の乳がんを中心に国内外で盛んに行
われており、抗がん剤や放射線の感受性に加え、分
子標的薬の感受性に関する知見も徐々に蓄積されつ
つある。その他、犬では、骨肉腫、神経膠腫、肺癌、
前立腺癌、肝細胞癌、メラノーマ、横紋筋肉腫、血
管肉腫、猫では乳癌、扁平上皮癌などでがん幹細胞
が同定されている。
　犬の乳腺腫瘍は、雌で発生頻度が高く、良性およ
び悪性腫瘍が発生する。ヒトや猫の乳腺腫瘍では、
乳腺上皮細胞の腫瘍性増殖が主体であるが、犬の乳
腺腫瘍では、組織亜型が多く、乳腺上皮細胞の腫瘍
性増殖（乳腺単純腺腫/単純癌）に加え、筋上皮細
胞増殖（乳腺複合腺腫/複合癌）、骨芽細胞や軟骨
細胞の増殖（乳腺良性混合腫瘍/癌肉腫）が混在す
る。犬の乳腺腫瘍の多様性は、古くから知られてい
るが、特に「なぜ犬の乳腺腫瘍でのみ筋上皮細胞が
増殖するのか」、「正常乳腺組織に存在しない骨芽細
胞および軟骨細胞は乳腺腫瘍組織内にどのように発
生するのか」など謎が未だ多く、病理診断業務では
いつも考えさせられている。これまでの報告では、
乳腺腫瘍でみられる骨・軟骨の起源は、①筋上皮細
胞、②間葉系細胞、③腺上皮細胞、④幹細胞が提唱

されている。現在、免疫組織学的に骨・軟骨に関連
する蛋白が発現する筋上皮細胞が有力視されてい
る。しかしながら、それらの腫瘍増殖機構および細
胞起源は未だにin vitro およびin vivo 実験では証明
されていない。また、獣医療では、犬の乳腺腫瘍は、
早期の外科切除により良好な予後が期待されるが、
臨床挙動の悪い炎症性乳癌などでは効果的な治療法
がなく、獣医療の課題とされている。それゆえ、犬
の炎症性乳癌における新規治療法の開発が必要不可
欠とされている。
　犬のがん幹細胞の特性解析は、犬に特有の筋上皮
細胞・骨・軟骨細胞増殖の発症機構の解明だけでな
く、がん幹細胞を標的とした新規治療戦略の基盤構
築にも貢献できる。本稿では、犬の乳癌幹細胞の同
定および特性、犬の乳癌幹細胞の自己複製能を標的
とした新たな治療戦略について紹介したい。

犬の乳癌幹細胞は存在するのか
　犬の乳癌幹細胞は、ヒトと同様に、①表面抗原マー
カー（CD44、CD24）解析、②薬剤排出能を用いた

特集２

癌幹細胞研究を基盤とした犬の乳腺腫瘍の発症機構の解明
および乳癌幹細胞標的治療戦略の基盤構築に向けて

日本獣医生命科学大学　獣医学部　獣医学科　獣医病理学研究室　准教授 道下　正貴

図１　がん幹細胞の役割。がん幹細胞はがん発症、
転移、再発に重要な役割をもつ。
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side population （SP）解析、③アルデヒド脱水素酵
素（ALDH）活性を用いたaldefluor assay、④自己
複製能を有する細胞を濃縮するsphere assayによ
り同定することができる。
　sphere assayは、無血清かつEGFやbFGFなど
の増殖因子添加で超低接着ディッシュ上で細胞を
培養する方法である。長期培養により非接着性の
sphere（浮遊細胞塊）が形成され、自己複製能を
有する細胞を濃縮することができる。犬の乳癌株
化細胞（CHMp、CTBp、CIPp、CNMp）を用いた
sphere assayでは、すべての株において浮遊細胞塊 
を形成する。浮遊細胞塊はCD44+CD24−細胞を高
い割合で含有し、幹細胞関連遺伝子であるCD133、
CD34、MDR、SOX2、NOTCH3の高発現、抗がん剤
ドキソルビシンに対しても低感受性を示した。また、
免疫不全マウスへの皮下移植による腫瘍形成能解析
では、浮遊細胞塊の元となる接着性細胞株と比較し、
浮遊細胞塊は高い腫瘍形成能がみられた。マウスに
形成された乳癌は外科切除乳癌の病理組織像とほぼ
一致していた。これらの結果から、犬の乳癌におい
ても乳癌幹細胞が存在することが示唆された。
　aldefluor assayはALDH活性を用いてがん幹細
胞をフローサイトメトリーで同定する方法である。
ALDHは未熟な細胞、特に幹細胞で高発現し、成
熟分化した細胞では発現はみられない。すなわち、
aldefluor assayにより正常組織幹細胞やがん幹細胞
を検出することができる。前述した犬の乳癌株化細
胞においても種々の割合でALDH+細胞が含有され
ている。それらのALDH+細胞は自己複製能を有す
る細胞集団であるが、ALDH−細胞はALDH+細胞
とは異なり、浮遊細胞塊はほぼ形成されず、自己複
製能を有する細胞がほとんど含有していない。超免
疫不全NOGマウスへの皮下移植による腫瘍形成能
解析では、ALDH+細胞はALDH−細胞よりも高い
腫瘍形成能を有し、マウスに形成された腫瘍はフ
ローサイトメリー解析よりALDH+細胞とALDH−

細胞の両集団が混在し、階層構造の存在が明らかに
されている。Aldefluor assayは、sphere assayと
同様に、犬の乳癌幹細胞の同定に有用なツールであ
ることが示唆された。

犬の乳癌幹細胞は多分化能をもつのか
　犬の乳腺腫瘍は、ヒトや猫の乳腺腫瘍とは異なり、
腫瘍組織内に筋上皮細胞、軟骨細胞、骨芽細胞が混
在する（前述）。浮遊細胞塊を用いて、犬の乳癌幹
細胞の筋上皮細胞、軟骨細胞、骨細胞へ分化能を検
討した。外科切除乳腺腫瘍組織（良性、悪性含む）
を用いてsphere assayを実施し、浮遊細胞塊の形
成能を検討したところ、悪性腫瘍（単純癌、複合癌、
癌肉腫）だけでなく、良性腫瘍（単純腺腫、複合腺腫、
良性混合腫瘍）においても浮遊細胞塊の形成がみら
れた。しかし、浮遊細胞塊の割合は良・悪性におけ
る偏りは様々な要因で評価することができなかっ
た。浮遊細胞塊が十分に形成された症例は、さらに
筋上皮細胞分化培地、軟骨分化培地および骨分化誘
導培地を用いて細胞培養を実施した。筋上皮細胞分
化はRT-PCRによる筋上皮分化マーカー MKL2で
評価し、分化誘導後でのみMKL2の単一バンドが検
出された。軟骨分化および骨分化能解析では、分化
誘導後にそれらの細胞塊を回収し、パラフィン包埋
標本を作製し、トルイジン青染色およびコッサ反応
で評価した。多数の症例を解析した結果、筋上皮細
胞増殖を伴う症例で軟骨・骨分化を誘導できる傾向
がみられた。一方、in vivo における浮遊細胞塊の
分化能解析では、単純癌由来の浮遊細胞塊移植で形
成された癌組織内には腺上皮細胞のみの増殖がみら
れ、筋上皮細胞成分は形態学的および免疫組織学的
に確認できなかった。一方、複合癌由来の浮遊細胞
塊では、腺上皮細胞に加え、少量の粘液貯留、筋上
皮マーカー（p63、α平滑筋アクチン）に陽性を示
す細胞（筋上皮細胞）が混在していた。これらの結
果から、浮遊細胞塊（癌幹細胞）により分化能が異
なる可能性が示唆された。In vitro およびin vivo 解
析結果をもとに、犬の乳腺組織はマウスやヒトと同
じように乳腺幹細胞を頂点した階層構造がみられ、
犬の乳腺腫瘍においても腫瘍/癌幹細胞を頂点とし
た階層構造の存在、さらに、犬の乳腺腫瘍の組織亜
型は腫瘍／癌幹細胞の特性に依存するという仮説を
The Veterinary Journal誌（2020年）に提唱してい
る（図２）。現在、筋上皮細胞および間葉系細胞の
骨および軟骨分化能の解析を進めている。
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犬の乳癌幹細胞の自己複製能を抑制する化合物の探索
～獣医療における乳癌幹細胞標的治療法の基盤構築～
　Sphere assayは、がん幹細胞を濃縮するだけで
はなく、自己複製能を抑制する化合物の感受性試験
に用いることができる優れた手法である。
　犬の乳癌幹細胞の自己複製能を抑制する阻害剤を
抽出するために、sphere assayを用いた化合物ライ
ブラリー（333種）のスクリーニングを実施した。
最終濃度10nM、100nM、1µM、10µM添加時にお
けるCTBpおよびCNMpのsphere形成能を評価し、
低濃度にsphere形成を阻害する化合物22種（PI3K/
Akt/mTOR）経路、セリン・スレオニンキナーゼ
阻害剤、受容体型チロシンキナーゼ阻害剤、HDAC
阻害剤、プロテアソーム阻害剤など）を抽出した。
mTOR阻害剤（everolimus、temsirolimus）は、浮
遊細胞塊の生存細胞数を濃度依存性に減少させた。
浮遊細胞塊および接着細胞は、いずれもmTORお
よびmTOR下流シグナル分子を発現し、リン酸化
mTORは接着細胞よりも浮遊細胞塊で高発現して
いた。さらに、両細胞集団ともにリン酸化mTOR
発現は両阻害剤添加時間に依存性に減少した。
CTBp由来浮遊細胞塊移植マウスでは、everolimus

は対照群に比べて抗腫瘍効果が得られた。これらの
結果より、mTOR阻害剤は、犬の乳癌を対象とし
たがん治療への有用性が明らかとなった。その他の
抽出された阻害剤についても研究を進めており、獣
医療への応用に向けて取り組んでいる。

総括
　犬の乳癌幹細胞の特性解析は、犬に特有の乳腺腫
瘍の発症・病態機構の解明だけでなく、乳癌幹細胞
を標的とした新規治療法の基盤構築に貢献できる。
さらに、乳癌だけでなく、他の難治性がんのがん幹
細胞の特性を解明することにより、がん発症機構の
解明、獣医療における革新的な治療戦略を展開する
ことが期待できる。

謝辞
　本研究は日本学術振興会科学研究費助成事業 

（19780235、21780293，24780314，26292161、19K06391、
22K05996）、文部科学省私立大学戦略的研究基盤形
成支援事業（動物疾病制御拠点形成プロジェクト）
の助成で実施したものである。
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図２　正常乳腺および乳腺腫瘍の階層構造.乳腺腫瘍
（組織亜型）は腫瘍幹細胞の特性により決定される。
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はじめに
　牛伝染性リンパ腫（BL）は家畜伝染病予防法で
届出伝染病に指定されており、その多くが牛伝染性
リンパ腫ウイルス（BLV）感染による地方病性牛
伝染性リンパ腫（EBL）に分類される。BLV感染
牛の多くは不顕性感染に留まるが、EBLの発症率
は数％と低い一方で、乳生産量や繁殖成績の低下な
どの経済的損失をもたらすことも報告されている。
我が国ではBLV感染率が30～40％と高く、感染制
御は難しい状況である。通常、EBL発症には5～8
年の潜伏期間が必要であるが、３歳未満や短期間で
の発症例も報告されており、BLV感染の拡大は畜
産業にとって大きな課題である。
　BLVはレトロウイルス科デルタレトロウイルス
属に属し、ウイルスゲノムを宿主ゲノムに組み込む
特徴がある。感染細胞に組み込まれたウイルスはプ
ロウイルスと呼ばれ、潜伏感染状態を維持する。一
般的なレトロウイルスは感染細胞からウイルスを産
生して自己複製しするが、BLVでは感染初期を除
きほとんどウイルス粒子を産生しない。この特殊な
機構により、宿主免疫から逃れつつ低い変異率を保
つ。BLVは、地域ごとの遺伝的多様性は報告され
ているが、ウイルス株の生物学的特徴（ウイルス性
状）との関係は未解明の部分が多く、BLVそのも

のの理解が十分進んでいない。これまでに筆者は
BLVゲノムのわずかな変異がウイルス性状に大き
な影響を与える可能性を報告しており、これまで得
られた知見を基に、感染拡大制御のための活用法を
考察する。

BLVのウイルス性状解析
　ウイルス性状の解析には、ウイルス分離後、ウイ
ルス産生能力の測定や動物感染実験が行われる。し
かし、BLVは感染後すぐに潜伏感染するため、体
内からウイルス粒子を分離するのが難しく、感染性
分子クローンを用いる方法が有効である。この方法
では、BLV感染細胞からプロウイルスゲノムをプ
ラスミドに組み込み、宿主細胞に導入してウイルス
粒子を産生させる。これにより、ウイルス株ごとの
生物学的特徴を解析でき、変異導入や株同士の組み
換えによる詳細な検討が可能である。
　筆者の研究では、BLV感染牛から分離したプロ
ウイルスを感染性分子クローンとして作製し、株化
細胞に導入してウイルス産生量などの解析を行って
いる。その結果と臨床情報を総合的に解析し（図
１）、農場で流行するウイルス株の特徴を明らかに
した。特に、BLVのG4遺伝子に12塩基の欠失があ
る株では、ウイルス複製能力やプロウイルスコピー
数（PVL）が低下することを報告している1）。ま
た、国内で流行する同一遺伝子型でもA 〜 Cの３
つのグループに大別され、ウイルス複製能力に差異
があることが分かった（図２）２）。これらの結果は、
BLVゲノムのわずかな変異がウイルス性状に大き
な影響を与えることを示している。

特集２

牛伝染性リンパ腫ウイルス変異解析を基盤とした
感染制御に関する研究

麻布大学　獣医学部　獣医学科　伝染病学研究室　准教授 村上　裕信
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ウイルス性状と伝播性
　BLVの変異率は低いものの、わずかな変異がウ
イルス性状を大きく変化させることが分かったた
め、国内のある農場で飼育されている牛の血液を検
査し、BLV感染牛34頭からウイルスゲノム全長を
解析した。その結果、遺伝的に異なる２つのグルー
プが存在し、特にウイルス産生能力が高いグループ
A株が76.5％（34株中26株）を占めていることが分
かった。さらに、ネットワーク解析により、グルー
プA株は単一株が農場内で広がっている可能性が
示唆され、ウイルス産生能力と高い伝播性が関連す
ることが明らかになった。
　次に、国内農場のBLV感染牛から109株を感染性
分子クローンとして分離し、ウイルスゲノム全長を
解析した。その結果、221か所の塩基変異が確認さ
れ、統計解析により複数の変異がウイルス産生量に

有意な影響を与えることが分かった。特に、5’LTR
領域の175番目の塩基変異（TからC）が最も影響
を与えており、グループA株に多く見られること
が判明した。この変異株（LTR175C株）は、2000
年代に出現した新しい株であり、既存のLTR175T
株よりも高い伝播性を持つことが示唆された3）。
　2013年から2019年にかけて行った調査では、LTR175T
株と175C株の感染率が年々変化し、LTR175C株の
感染率が増加していることが分かった（図３）。こ
れらの結果から、LTR175C株はBLV感染制御にお
いて特に警戒すべき高伝播性株であることが明らか
になった。

ウイルス性状を利用したBLV制御法の確立と展望
　本研究で明らかになったBLVゲノム変異の影響
は、感染拡大を予測するためのバイオマーカーとし
て活用可能と考えられる。これにより、高伝播性株
を早期に検出・排除し、感染拡大を防ぐことが期待
される。また、感染ウイルス株の伝播性を評価する
ことで、農場ごとに適切な衛生対策を講じることが
可能となる。
　BLVは他のウイルスと比べて変異率が低いもの
の、新たな高伝播性株やその亜種が出現する可能性
は否定できない。そのため、農場内でのモニタリン
グやウイルス性状の詳細な解析が必要である。ま
た、BLV感染拡大はウイルス要因だけでなく、宿
主や環境要因も関与しているため、複合的な制御対
策が求められる。筆者らは現在、抗ウイルス薬の開
発や他疾病との関連解析を進めており4-7）、これま
での知見を融合させた効率的なBLV制御法の確立
を目指している。
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結論
　BLV感染は我が国の畜産業に大きな課題を投げ
かけている。本研究で得られた知見は、BLV研究
の未開拓分野を補完するものであり、感染制御に活
用可能な情報を提供している。今後は、多角的なア
プローチによる研究を進め、農場ごとに適応可能な
制御法を実現することが求められると考える。

謝辞
　本研究は日本中央競馬会畜産振興事業「牛伝染性
リンパ腫リスク検査法開発事業」（2021〜2023年度）
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業」（2024〜2026年度）の助成を受けて行ったもの
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　今日では「エキゾ」、「エキゾチックペット」、「エ
キゾチックアニマル」という言葉は獣医学領域のみ
ならず、世間一般の飼い主にとっても耳馴染みのあ
るものになっている。具体的には、犬および猫以外
の家庭飼育下の動物全般を示す用語であり、極めて
多種多様な哺乳類のみならず、今日では鳥類、爬虫
類、両生類、さらには魚類までもがこの範疇に含ま
れている。昨今、犬の飼育頭数減少がしばしば話題
になっているが、その一方でエキゾチックアニマル
の飼育頭数は増加していることが多方面から言われ
ており、本邦特有の住宅事情などから犬・猫を飼育
できない家庭においてもこれら小さな動物たちが情
操教育などに役立っているものと推察される。犬・
猫と比較して寿命が短く、また、マイクロチップ情
報の登録制度が基本的にはないため、数値化して比
較することはできないものの、特にコロナ禍を経て
さらに増加傾向にあり、これは日常の病理組織検査
数の増加をみても、それを強く実感している。

　本邦においてエキゾチックアニマル獣医療が注目
され始めたのは1990年代後半と言われており、犬・
猫の獣医療と比較してもその歴史は浅く、また、学
術論文などの科学的見地から見た情報は多くない。
エキゾチックアニマルに精通した先輩獣医師の方々
によると、以前はこの分野の獣医師はキワモノ扱い
されたこともあるとのことだが、今日の小動物臨床
においては犬・猫に次ぐ第３の動物種グループと
なっていることは、もはやまぎれもない事実であり、
これは先輩獣医師の方々のご尽力の賜物に他ならな
い。この時代の流れについては、獣医学生として獣
医病理学研究室に所属し、大学院生として比較病理
学的研究に勤しみ、米国留学において解剖病理学レ

ジデントとして従事し、数年前に本学獣医病理学研
究室に着任し、かれこれ20年以上にわたって病理学
的検査に関わっている筆者としても、その推移を実
感している。１つのデータとして、筆者の所属する
獣医病理学研究室における病理組織検査に供された
動物種の推移をお示ししたい。2000年代初頭の３年
間と、最近の３年間（2020〜2023年）を比較して
みると、2000年代初頭では犬が80%、猫が11.1%を
占め、90%以上の検体が犬・猫であった。一方で、
最近の３年間では犬・猫は合わせて約54%にとどま
り、残りはウサギ、ハリネズミ、ハムスター、モル
モットをはじめ実に多種多様な動物種が占めている
ことが明らかとなった（Fig. 1）。筆者自身も子供の
頃にはゴールデンハムスターやカメなどを飼育して
いたことがあり、現在もキンクマハムスターの一飼
い主でもあることから、この動物種の推移をみても
特段の驚きや抵抗なく、日常の病理学的検査につい
ても大動物、小動物、動物園・水族館動物など、別
け隔てなく検査を受託しており、それをもとに研究
を行っている（Fig. 2）。

　学生時代を紐解くと、研究室にはエキゾチックア

特集２

エキゾチックアニマルの病理診断と研究紹介
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Fig.1．本学獣医病理学研究室における病理組織検査
に供された動物種の推移。
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ニマルの検体が時々届いた。教科書や文献の乏しい
当時としては、やはり学生間においても敬遠されが
ちな検体ではあったが、残り物には福があるという
精神のもと、筆者が担当することが多かった。調べ
ても情報がないことから、犬・猫の文献を参考に顕
微鏡下で所見を取り、診断を下したり、そのような
日々を過ごしていた中で得られた少しばかりの経
験が自信や楽しみにつながっていった。とりわけ、
筆者が好きなハムスターについては興味が尽きず、
ペットショップで販売されているゴールデンハムス
ターとジャンガリアンハムスターの違いについては
被毛の色と大きさくらいのものだと思い込んでいた
が、調べてみると、そもそも染色体数や属の異なる
動物種であることを知った際にはとても驚いた。し
たがって、好発する疾患等も当然異なることが予想
されたものの、当時はそのような文献はなく、必然
的にこれら動物種における自然発生腫瘍に関する研
究が卒業論文となり、また、大学院における研究
テーマとなった。

　エキゾチックアニマルといえども、日常の病理組
織検査では犬・猫と同様に様々な腫瘍性疾患や感染
症などに遭遇する。その発生率や傾向もまた、動
物種により様々であり、実に興味深い。今日でこ
そ、一部の動物種では「好発腫瘍」と明言できる症
例数の蓄積や文献的根拠が成され、一部は書籍とし
て出版されるまでに至ったが、当初は何も情報がな
いことから、症例の蓄積とケースレポート・ケース
シリーズの公表が大学院研究におけるスタート地点
であった。特にハムスター類における好発腫瘍やそ

のバリエーションの解明を目的とし、大学院では一
定期間内における蓄積症例の回顧的研究を行い、公
表するに至った。そこから、ゴールデンハムスター
においては乳腺腫瘍の発生が稀である一方で、ジャ
ンガリアンハムスターでは好発することが見出され
たため、ジャンガリアンハムスターにおける乳腺腫
瘍の病理組織学的特徴・分類（Fig. 3）や性ホルモ
ンレセプターの発現についての研究に発展した。こ
れら研究を行う中でも様々な希少症例に遭遇し、１
例１例ととことん向き合う獣医病理学の楽しさにも
気がつくことができた。非凡な先生方の研究内容と
比較するととても地味な研究成果ではあるが、それ
でも後に米国から出版される成書であるPathology 
of Small Mammal Pets（Wiley Blackwell社）や
Ferrets, Rabbits, and Rodents Clinical Medicine 
and Surgery（Elsevier社）などに自身の論文が引
用されたことを知ったときには、少しばかり誇らし
い気持ちにもなることができた。

　大学教員として着任して以降は、ヨツユビハリネ
ズミの組織球性肉腫、リチャードソンジリスのアポ
クリン腺癌、爬虫類・両生類における未報告の腫瘍
性疾患などを主体として、その病態解明の一端を担
うことができた。さらに、意欲ある大学院生も増え
てきており、2024年には爬虫類において初めて、ア
ミロイドの原因タンパク質を同定するに至った。エ
キゾチックアニマルには我々の常識を越えた未知の
可能性があり、この興味が尽きることは無いと思う。

Fig. 2．ウミガメの病理解剖中の光景。 Fig. 3．ジャンガリアンハムスターの乳腺腫瘍の病
理組織像。犬・猫の乳腺腫瘍ではあまり認められな
いアポクリン分泌像が特徴的である。

33

特 集 ２



獣医学振興　第13号� 令和７年３月31日発行

編　　集　一般社団法人日本私立獣医科大学協会

　　　　　当番大学　酪農学園大学

　　　　　〒069−8501　北海道江別市文京台緑町582番地

　　　　　011−386−1111（代表）

印　　刷　社会福祉法人　北海道リハビリー

編　集　後　記

　本協会加盟の５大学の協力のもと、2011年の創刊以来第13号となる （干支の十二支がちょうど
一回り）「獣医学振興」を無事に発刊することができました。
　本号では、５大学のポスト・コロナにおける獣医学教育や研究について紹介して頂きまし
た。まず、特集１「私立獣医科大学における新たな展開」では、酪農学園大学・鈴木一由先生
に「EAEVE認証取得の先にある獣医学教育改革─Day One Competence教育のあり方─」、北
里大学・山脇英之先生に「本学獣医学教育課程の改善に向けた取り組み（大学基準協会の評価結
果を踏まえて）」、日本獣医生命科学大学・田中亜紀先生に「日本におけるシェルターメディスン
の発展」、麻布大学・松井久実先生に「〜３年間の振り返りとこれからの展望〜」および日本大
学・枝村一弥先生に「日本大学生物資源科学部獣医学科の現状と今後の展望」の寄稿を頂きまし
た。特集２「私立獣医科大学における気鋭の研究者による研究動向」では、酪農学園大学・中村
達朗先生に「花粉症の進行メカニズム解明」、北里大学・吉川泰永先生に「比較腫瘍学からOne 
Healthを目指す─DNA損傷修復メカニズムの動物種間比較─」、日本獣医生命科学大学・道下
正貴先生に「癌幹細胞研究を基盤とした犬の乳腺腫瘍の発症機構の解明および乳癌幹細胞標的治
療戦略の基盤構築に向けて」、麻布大学・村上裕信先生に「牛伝染性リンパ腫ウイルス変異解析
を基盤とした感染制御に関する研究」および日本大学・近藤広孝先生に「エキゾチックアニマル
の病理診断と研究紹介」の寄稿を頂きました。
　今年の干支は「乙巳」で、「再生や変化を繰り返しながら柔軟に発展していく」年という意味
があるとのことです。今回、新たな社会情勢における各大学の最新の取り組みを共有することが
できました。私立獣医科大学協会５大学は、ポスト・コロナにおいても再生と変化を繰り返し、
2030年問題にも柔軟に対応・発展できるものと信じております。最後に、大変ご多忙の中、ご執
筆頂いた皆様に深く感謝申し上げると共に、編集にご協力頂いた大学事務局にお礼申し上げます。 

酪農学園大学　　　　　　　　　　　　　
獣医学群長 / 獣医学研究科長　山下　和人
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